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２

や
む
を
得
な
い
事
由
に
よ
り
延
納
手
続
等
を
行
う
こ

と
が
で
き
な
い
場
合
に
申
請
者
の
準
備
期
間
等
が
延
長

さ
れ
る
と
き
に
お
け
る
延
長
期
間
等
の
細
目
を
定
め
る

こ
と
と
し
た
。（
第
一
六
条
の
二
及
び
第
一
九
条
の
四
関

係
）

３

物
納
申
請
の
却
下
に
係
る
延
納
等
に
つ
い
て
、
や
む

を
得
な
い
事
由
に
よ
り
申
請
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
い

場
合
に
お
け
る
申
請
期
限
の
延
長
を
定
め
る
こ
と
と
し

た
。（
第
二
五
条
の
二
及
び
第
二
五
条
の
三
関
係
）

４

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
四
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

b

関
西
国
際
空
港
用
地
整
備
準
備
金
制
度
に
つ
い

て
、
積
立
限
度
額
の
計
算
の
細
目
等
を
定
め
る
こ
と

と
し
た
。（
第
三
三
条
の
六
の
二
及
び
第
三
九
条
の
八

四
の
二
関
係
）

c

沖
縄
の
認
定
法
人
の
所
得
の
特
別
控
除
制
度
に
つ

い
て
、
情
報
通
信
産
業
特
別
地
区
、
国
際
物
流
拠
点

産
業
集
積
地
域
又
は
金
融
業
務
特
別
地
区
と
し
て
指

定
さ
れ
た
地
区
以
外
の
地
域
に
お
い
て
行
わ
れ
る
こ

れ
ら
の
地
区
内
に
お
い
て
行
わ
れ
る
事
業
に
関
連
す

る
事
業
の
範
囲
等
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
三
六

条
及
び
第
三
九
条
の
九
〇
関
係
）

d

特
定
の
資
産
の
買
換
え
の
場
合
等
の
課
税
の
特
例

に
お
け
る
長
期
所
有
の
土
地
、
建
物
等
か
ら
国
内
に

あ
る
土
地
、
建
物
、
機
械
装
置
等
へ
の
買
換
え
に
係

る
措
置
に
つ
い
て
、
特
定
施
設
の
範
囲
等
を
定
め
る

と
と
も
に
、
買
換
資
産
の
う
ち
貨
物
鉄
道
事
業
用
の

機
関
車
の
範
囲
か
ら
専
ら
車
両
の
入
換
え
を
行
う
た

め
に
使
用
さ
れ
る
も
の
を
除
外
す
る
こ
と
と
し
た
。

（
第
二
五
条
、
第
三
九
条
の
七
及
び
第
三
九
条
の
一

〇
六
関
係
）

３

国
際
課
税

^

振
替
国
債
等
の
利
子
の
課
税
の
特
例
等
に
つ
い

て
、
非
居
住
者
又
は
外
国
法
人
が
特
定
振
替
機
関
の

営
業
所
等
を
通
じ
て
振
替
記
載
等
を
受
け
て
い
る
信

託（
受
益
者
等
課
税
信
託（
外
国
年
金
信
託
を
除
く
。）

の
う
ち
、
受
託
者
が
特
定
口
座
管
理
機
関
で
あ
る
も

の
に
限
る
。）の
信
託
財
産
に
属
す
る
振
替
国
債
等
に

つ
き
支
払
を
受
け
る
利
子
等
に
係
る
非
課
税
適
用
手

続
に
つ
い
て
は
、
特
例
書
類
の
提
出
等
は
特
定
振
替

機
関
に
代
わ
っ
て
当
該
信
託
の
受
託
者
が
行
う
こ
と

と
す
る
等
の
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。

（
第
三
条
及
び
第
三
条
の
二
関
係
）

_

内
国
法
人
等
の
特
定
外
国
子
会
社
等
に
係
る
所
得

の
課
税
の
特
例
の
適
用
を
受
け
た
外
国
孫
会
社
か
ら

外
国
子
会
社
を
経
由
し
て
内
国
法
人
等
が
受
け
る
剰

余
金
の
配
当
等
の
額
（
以
下
「
間
接
配
当
等
」
と
い

う
。）が
あ
る
場
合
の
二
重
課
税
調
整
に
つ
い
て
、
直

近
配
当
基
準
日
（
内
国
法
人
等
が
そ
の
事
業
年
度
に

お
い
て
外
国
子
会
社
か
ら
受
け
る
剰
余
金
の
配
当
等

の
額
の
う
ち
そ
の
事
業
年
度
終
了
の
日
に
最
も
近
い

日
に
受
け
る
も
の
の
支
払
に
係
る
基
準
日
）
に
お
け

る
内
国
法
人
等
の
外
国
子
会
社
に
対
す
る
持
株
割
合

を
用
い
て
そ
の
間
接
配
当
等
を
計
算
す
る
こ
と
と
し

た
。（
第
二
五
条
の
二
三
、
第
三
九
条
の
一
九
及
び
第

三
九
条
の
一
一
九
関
係
）

`

関
連
者
等
に
係
る
純
支
払
利
子
等
の
課
税
の
特
例

に
つ
い
て
、
関
連
者
純
支
払
利
子
等
の
額
と
比
較
す

る
た
め
の
基
準
と
す
べ
き
調
整
所
得
金
額
の
計
算
方

法
等
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
三
九
条
の
一
三
の

二
、
第
三
九
条
の
一
三
の
三
、
第
三
九
条
の
一
一
三

の
二
及
び
第
三
九
条
の
一
一
三
の
三
関
係
）

４

資
産
課
税

^

直
系
尊
属
か
ら
住
宅
取
得
等
資
金
の
贈
与
を
受
け

た
場
合
の
贈
与
税
の
非
課
税
措
置
に
つ
い
て
、
適
用

対
象
と
な
る
住
宅
用
の
家
屋
の
床
面
積
の
上
限
等
を

定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
四
〇
条
の
四
の
二
関
係
）

_

農
地
等
を
贈
与
し
た
場
合
の
贈
与
税
の
納
税
猶
予

制
度
に
つ
い
て
、
そ
の
取
消
し
の
対
象
と
な
る
農
地

等
の
総
面
積
の
二
〇
パ
ー
セ
ン
ト
を
超
え
る
譲
渡
等

の
計
算
の
対
象
か
ら
除
外
さ
れ
る
譲
渡
等
の
範
囲

に
、
農
用
地
区
域
内
の
農
地
等
を
農
地
保
有
合
理
化

事
業
等
の
た
め
に
譲
渡
し
た
場
合
を
加
え
る
こ
と
と

し
た
。（
第
四
〇
条
の
六
関
係
）

`

贈
与
税
の
納
税
猶
予
を
適
用
し
て
い
る
場
合
の
特

定
貸
付
け
の
特
例
に
つ
い
て
、
貸
付
け
を
行
っ
た
場

合
の
届
出
書
及
び
継
続
届
出
書
の
提
出
要
領
そ
の
他

適
用
に
関
す
る
事
項
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
四

〇
条
の
六
の
二
関
係
）

a

山
林
に
つ
い
て
の
相
続
税
の
納
税
猶
予
制
度
に
つ

い
て
、
次
の
と
お
り
そ
の
適
用
に
関
し
必
要
な
事
項

を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
四
〇
条
の
七
の
四
関

係
）

\

納
税
が
猶
予
さ
れ
る
税
額
の
計
算
方
法
の
細
目

を
定
め
る
。

]

特
例
の
対
象
と
な
る
被
相
続
人
等
の
要
件
の
細

目
を
定
め
る
。

^

特
例
の
適
用
を
受
け
る
た
め
の
継
続
届
出
書
の

提
出
及
び
免
除
事
由
が
生
じ
た
場
合
に
お
け
る
猶

予
税
額
の
免
除
の
手
続
そ
の
他
適
用
に
関
す
る
事

項
を
定
め
る
。

◇
消
費
税
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第

一
〇
三
号
）（
財
務
省
）

１

障
が
い
者
制
度
改
革
推
進
本
部
等
に
お
け
る
検
討
を

踏
ま
え
て
障
害
保
健
福
祉
施
策
を
見
直
す
ま
で
の
間
に

お
い
て
障
害
者
等
の
地
域
生
活
を
支
援
す
る
た
め
の
関

係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
二
年
法
律
第

七
一
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
消
費
税
が
非
課
税
と
さ
れ

る
療
養
、
医
療
等
の
範
囲
に
つ
い
て
所
要
の
整
備
を
行

う
こ
と
と
し
た
。（
第
一
四
条
関
係
）

２

介
護
サ
ー
ビ
ス
の
基
盤
強
化
の
た
め
の
介
護
保
険
法

等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
三
年
法
律
第
七

二
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
消
費
税
が
非
課
税
と
さ
れ
る

居
宅
サ
ー
ビ
ス
の
範
囲
等
に
、
介
護
保
険
法
に
規
定
す

る
定
期
巡
回
・
随
時
対
応
型
訪
問
介
護
看
護
、
複
合
型

サ
ー
ビ
ス
及
び
介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業

を
加
え
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
四
条
の
二
関
係
）

３

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
四
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
、
法
人
税
法
及

び
地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部

を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第
一
〇
四
号
）（
財
務
省
）

１

租
税
条
約
等
の
相
手
国
等
の
租
税
に
係
る
徴
収
の
共

助
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
共
助
の
実
施
に
関
す
る
手

続
の
細
目
等
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
七
条
関
係
）

^

共
助
対
象
外
国
租
税
の
滞
納
処
分
に
係
る
差
押
調

書
、
交
付
要
求
書
及
び
参
加
差
押
書
等
の
記
載
事
項

等
を
定
め
る
。

_

共
助
対
象
外
国
租
税
の
滞
納
処
分
と
強
制
執
行
等

と
が
競
合
し
た
場
合
の
手
続
の
調
整
に
関
す
る
事
項

等
を
定
め
る
。

２

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
五
年
七
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

（
政
令
第
一
〇
五
号
）（
財
務
省
）

１

個
人
所
得
課
税

^

特
定
の
取
締
役
等
が
受
け
る
特
定
外
国
新
株
予
約

権
の
行
使
に
よ
る
株
式
の
取
得
に
係
る
経
済
的
利
益

の
非
課
税
等
に
つ
い
て
、
個
人
が
特
定
外
国
新
株
予

約
権
の
行
使
に
よ
り
こ
の
非
課
税
の
適
用
を
受
け
て

株
式
を
取
得
し
た
場
合
に
は
、
当
該
株
式
の
交
付
を

し
た
認
定
事
業
会
社
は
、
当
該
特
定
外
国
新
株
予
約

権
の
行
使
に
係
る
株
式
の
交
付
に
つ
い
て
外
国
親
会

社
等
が
国
内
の
役
員
等
に
供
与
等
を
し
た
経
済
的
利

益
に
関
す
る
調
書
の
提
出
を
要
し
な
い
こ
と
と
し

た
。（
第
一
九
条
の
四
関
係
）

_

優
良
住
宅
地
の
造
成
等
の
た
め
に
土
地
等
を
譲
渡

し
た
場
合
の
長
期
譲
渡
所
得
の
課
税
の
特
例
等
に
つ

い
て
、
適
用
対
象
と
な
る
マ
ン
シ
ョ
ン
建
替
事
業
に

係
る
施
行
再
建
マ
ン
シ
ョ
ン
の
住
戸
の
規
模
及
び
構

造
の
基
準
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
二
〇
条
の

二
、
第
三
八
条
の
四
及
び
第
三
九
条
の
九
七
関
係
）

`

住
宅
借
入
金
等
を
有
す
る
場
合
の
所
得
税
額
の
特

別
控
除
に
つ
い
て
、
控
除
額
の
特
例
の
対
象
と
な
る

認
定
低
炭
素
建
築
物
に
該
当
す
る
家
屋
の
細
目
を
定

め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
二
六
条
関
係
）

２

法
人
課
税

^

エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
負
荷
低
減
推
進
設
備
等
を
取
得

し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
特
別
税
額
控
除
制
度
に

つ
い
て
、
即
時
償
却
の
対
象
と
な
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
環

境
負
荷
低
減
推
進
設
備
等
の
範
囲
を
定
め
る
こ
と
と

し
た
。（
第
五
条
の
四
、
第
二
七
条
の
五
及
び
第
三
九

条
の
四
〇
関
係
）

_

中
小
企
業
者
等
が
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特

別
償
却
又
は
特
別
税
額
控
除
制
度
に
つ
い
て
、
対
象

と
な
る
製
品
の
品
質
管
理
の
向
上
等
に
資
す
る
工

具
、
器
具
及
び
備
品
の
取
得
価
額
の
最
低
限
度
を
定

め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
五
条
の
五
、
第
二
七
条
の
六

及
び
第
三
九
条
の
四
一
関
係
）

`

沖
縄
の
特
定
地
域
に
お
い
て
工
業
用
機
械
等
を
取

得
し
た
場
合
の
特
別
税
額
控
除
制
度
に
つ
い
て
、
各

地
区
に
係
る
適
用
対
象
期
間
、
対
象
と
な
る
事
業
及

び
資
産
の
範
囲
等
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
二
七

条
の
九
及
び
第
三
九
条
の
四
三
関
係
）

a

沖
縄
の
特
定
地
域
に
お
け
る
工
業
用
機
械
等
の
特

別
償
却
制
度
に
つ
い
て
、
各
地
区
に
係
る
適
用
対
象

期
間
、
対
象
と
な
る
事
業
及
び
資
産
の
範
囲
等
を
定

め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
六
条
の
三
、
第
二
八
条
の
九

及
び
第
三
九
条
の
五
六
関
係
）
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